
広島県土木建築局河川課

⿊瀬川流域の特定都市河川流域指定に係る
⾬⽔浸透阻害⾏為について
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説明内容

1. 気候変動による水災害の激甚化・頻発化
2. 「流域治水」の推進
3. 広島県における流域治水の取組
4. ⿊瀬川流域の特定都市河川流域指定について
5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度
6. ⾬水浸透阻害⾏為の許可申請に係る基準等
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1. 気候変動による水災害の激甚化・頻発化

○広島県内で大⾬による水災害が各所で発生
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1. 気候変動による水災害の激甚化・頻発化

■凡例
：浸水範囲

笹野川

黒瀬川

黒瀬中央橋下流

川角橋下流

写真②：表法すべり

写真①：破堤箇所(笹野川)

写真③：水神橋流出▲
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○平成30年７⽉豪⾬浸水範囲（⿊瀬川中流部）
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降⾬量

1. 気候変動による水災害の激甚化・頻発化

時間⾬量50mm以上の年間発生回数（広島県39地点あたり）

平均気温が２℃上昇すると

流量

洪⽔発生
頻度 約２倍

約1.2倍

約1.1倍

○時間⾬量50mm以上の降⾬の発生頻度は増加傾向
○気候変動の影響により、水害の更なる激甚化・頻発化が懸念
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2. 「流域治水」の推進

出典︓国土交通省資料

「流域治水」とは、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整備、
ダムの建設・再生などの対策をより⼀層加速するとともに、集水域（⾬水が河川に流⼊する地域）
から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される地域）にわたる流域に関わるあらゆる関係者が
協働して水災害対策を⾏う全国的な考え⽅。
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3. 広島県における流域治水の取組

広島県は 「流域治⽔」 を強⼒に推進しています。

●江の川 特定都市河川流域
河川区間︓江の川水系江の川他 計43河川
流域⾯積︓670km2

（三次市、安芸⾼⽥市、北広島町、広島市）

●本川 特定都市河川流域
河川区間︓本川水系本川 計1河川
流域⾯積︓6.8km2

（竹原市）

令和4年7月25日指定

特定都市河川に指定することにより、法的枠組みを活⽤して流域治⽔の実効性を⾼め、
早期に地域の治⽔安全度を向上させていくことが可能となります。

流域治水の本格的実践
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4. ⿊瀬川流域の特定都市河川流域の指定について

特定都市河川流域指定範囲

流域︓⼆級ダムから⿊瀬川上流端まで

指定を⾏おうとする区間
指定を⾏おうとする流域
市町境

⿊瀬川流域の令和8年4月の
特定都市河川流域の指定に向け

取り組んでいます。

法河川上流端

河口

二級ダム

吾妻子の滝

呉市

東広島市
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特定都市河川流域において、
1,000㎡以上の⾬⽔浸透阻害
⾏為（⼟地からの⾬⽔流出量を
増加させるおそれのある⾏為）を
⾏う場合、⾬⽔流出量抑制を目
的とした対策⼯事（⾬⽔貯留浸
透施設の設置）の実施と許可申
請が必要となります。

5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

出典︓国土交通省資料

特定都市河川浸水被害対策法に基づく取組
⾬⽔浸透阻害⾏為の許可制度

※特定都市河川指定と同時に許可制度が開始
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

⾏為後の⾬⽔流出量が⾏為前の⾬⽔流出量以下となる必要があります。

≧

※⾬水貯留浸透施設技術指針（案）より

行為前 行為後（対策工事あり）
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

許可にはこのような対策が必要となります

※⾬水貯留浸透施設技術指針（案）より

調整池

貯留施設：調整池
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

※関⻄ポラコンより

許可にはこのような対策が必要となります

浸透ます

※⾬水貯留浸透施設技術指針（案）より

浸透施設：浸透ます
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

許可にはこのような対策が必要となります

浸透側溝

浸透トレンチ

浸透トレンチ

浸透側溝

※⾬水貯留浸透施設技術指針（案）より ※関⻄ポラコンより

浸透施設：浸透トレンチ・浸透側溝
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

※⾬水貯留浸透施設技術指針（案）より

許可にはこのような対策が必要となります

透⽔性舗装

浸透施設：透水性舗装
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

出典︓解説・特定都市河川浸水被害対策法施⾏に関するガイドライン（令和７年3⽉版）

⾬
⽔
浸
透
阻
害
⾏
為
の
許
可
が
必
要

⾬水浸透阻害⾏為の許可の要否に係る⼀覧
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

出典︓解説・特定都市河川浸水被害対策法施⾏に関するガイドライン（令和７年3⽉版）

⾬水浸透阻害⾏為の許可の要否に係るケーススタディ
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

以下の⾏為については⾬水浸透阻害⾏為の許可を要しない。

指定時点に

⾏為目的が

既に⼯事に着⼿している⾏為
既に都市計画法29条の許可を受けている⾏為

なお、指定時点において、既に関連する他の許可申請が受理されている⾏為等、
既に事業化されていることが確認できる⾏為も許可を要しない。

農地・林地の保全を目的として⾏う⾏為
土地の⼀時的な利⽤に共する目的で⾏う⾏為
非常災害のために必要な応急措置として⾏う⾏為
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

⾏為区域の範囲において、複数の分散した⾬水浸透阻害⾏為の区域の合計面積が1,000㎡
以上の場合許可申請の対象となります。

 ⼀連性の判断基準
開発者の⼀貫性，土地の連続性，⽤途の⼀貫性，開発計画の⼀体性，開発の時期
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

開発者が同⼀で土地の連続性がある場合、⼀体開発とみなします。例1
開発者が同一

共同住宅A

⾏為区域

共同住宅B

⾏為区域の範囲において、複数の分散した⾬水浸透阻害⾏為の区域の合計面積が1,000㎡
以上の場合許可申請の対象となります。

 ⼀連性の判断基準
開発者の一貫性，⼟地の連続性，⽤途の⼀貫性，開発計画の⼀体性，開発の時期
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

⽤途が⼀貫している場合、道路等で分断されていても⼀体開発とみなします。例2

駐⾞場

⾏為区域

⾏為区域の範囲において、複数の分散した⾬水浸透阻害⾏為の区域の合計面積が1,000㎡
以上の場合許可申請の対象となります。

 ⼀連性の判断基準
開発者の⼀貫性，土地の連続性，⽤途の一貫性，開発計画の一体性，開発の時期

店舗
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

⼀定期間内※に連続して⾏う開発⾏為は、⼀体開発とみなします。
※先⾏⼯事の完了から後続⼯事の着⼿までが5年程度を基本とする。

例3

既設開発地
（直近5年程度）

開発予定地

⾏為区域

⾏為区域の範囲において、複数の分散した⾬水浸透阻害⾏為の区域の合計面積が1,000㎡
以上の場合許可申請の対象となります。

 ⼀連性の判断基準
開発者の⼀貫性，土地の連続性，⽤途の⼀貫性，開発計画の⼀体性，開発の時期
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

⾏為区域が複数の許可権者の⾏政区域に及ぶ場合、すべての許可権者の審査が必要です。

例 ⾏為区域が東広島市と呉市にまたがる場合

400+600=1,000㎡ ≧ 1,000㎡
両地域の許可権者の審査が必要

東広島市 呉市
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許可申請が必要な開発⾏為

開発エリアが
特定都市河川指定流域内かつ1,000m2以上

【事前相談】
⾬水浸透阻害⾏為⾯積が1,000m2以上

⾬⽔浸透阻害⾏為 許可申請

事前相談から許可通知まで１か⽉程度

5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

事前相談・許可申請に必要な書類一覧
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5. ⾬水浸透阻害⾏為の許可制度

標識の設置
○当該対策⼯事（⾬水貯留浸透施設の設置）が特定都市河川流域の特定都市河川、特定都市下水道⼜は
地先の水路等の浸⽔被害の防⽌に寄与していることを流域内住⺠等に対して周知することを目的に、完了検査
後に標識を設置します。

○対策⼯事の計画についての技術的基準に適合する⾬水貯留浸透施設が存する旨を表⽰します。
○標識は許可権者が作成します。

082-513-3929
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6. ⾬水浸透阻害⾏為の許可申請に係る基準等

マニュアル 許可申請に必要な法律や遵守しならなければなら
ない基準等を申請の流れに沿ってとりまとめた資料

許可申請ガイド 申請様式の作成⼿順と記⼊内容を説明する資料

事例集（参考資料） 申請内容に応じた様式の記⼊例を⽰した参考資料

申請様式の作成及び審査に必要な資料

全体的な考え⽅

●問い合わせ先 広島県 土木建築局 河川課 河川企画グループ
TEL︓082-513-3929 MAIL︓dokasenka@pref.hiroshima.lg.jp

広島県HP
〜特定都市河川浸水被害対策法における⾬水浸透阻害⾏為許可申請について〜

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/99/tokuteitoshi-002.html

広島県HPにマニュアルや申請書の様式等を掲載しています。



https://www.pref.hiroshima.lg.jp/


